
食堂の行政財産使用料 別紙４

上記の使用料算定書により算出した結果、

令和６年度の月額使用料→436,585円

行政財産使用許可の期間は１年間となります（最大５年間更新）。
地方自治法225条の規定に基づく行政財産使用料については、使用料算定書により算出した額を１年ごとに１年分を一括徴収します。
なお、行政財産の使用許可取扱基準の運用一覧4（2）により、「設置主が公共的団体であり、その存在が法律等により要請されている場合、又は、障
がい者団体、母子福祉団体である場合」には100%の減免が、「施設利用者の利便のための設置であり、料金等も低廉である場合」には50％の減免
が適用されます。

(A)=(建物階層別利用率後の建物価格)×6/1000

(B)=(土地の適正価格)×（建物の敷地面積/土地の総面積）×2.5/1000

(C)=（使用面積/延床面積）

｛(A)＋（B）｝×（C）=１か月あたりの使用料


